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今、一人親方が注視される理
わ

由
け

その働き方、
「偽装請負」かも !?

こ
こ
が
変
わ
る
！

ア
ス
ベ
ス
ト
規
制
強
化
の
重
要
ポ
イ
ン
ト

「
石
綿
障
害
予
防
規
則
」
が
改
正

「
課
税
事
業
者
」に
登
録
し
な
い
と
10
％
の
減
収
⁈

イ
ン
ボ
イ
ス
制
度
の
問
題
点
と
対
応
の
ポ
イ
ン
ト
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国
交
省
が

一
人
親
方
対
策
に
動
き
出
す

国
交
省
は
昨
年
６
月
、
職
種
ご
と
の
一
人

親
方
の
実
態
把
握
、
規
制
逃
れ
を
目
的
と
し

た
一
人
親
方
化
（
偽
装
一
人
親
方
）
対
策
、

一
人
親
方
の
処
遇
改
善
対
策
等
の
諸
課
題
に

つ
い
て
、
実
効
性
の
あ
る
施
策
の
検
討
・
推

進
を
図
る
こ
と
を
目
的
に
「
建
設
業
の
一
人

親
方
問
題
に
関
す
る
検
討
会
」（
以
下
、
検

討
会
）
を
設
置
し
、
今
年
３
月
に
検
討
会
と

し
て
の
「
中
間
と
り
ま
と
め
」
が
公
表
さ
れ

ま
し
た
。

建
設
業
の
一
人
親
方
は

20
年
間
で
３
倍
に

建
設
業
で
は
、
公
正
で
適
正
な
請
負
契

約
、
元
下
取
引
を
実
現
す
る
た
め
に
「
建
設

業
法
」
が
制
定
さ
れ
、「
不
当
に
低
い
請
負

代
金
の
禁
止
（
第
19
条
の
３
）」
等
が
規
定

さ
れ
て
い
ま
す
。
し
か
し
現
場
で
は
、
元
請

下
請
間
で
元
請
け
に
優
位
な
「
請
負
契
約
」

が
多
く
結
ば
れ
て
い
る
の
が
実
態
で
す
。
し

か
も
契
約
は
書
面
で
は
な
く
口
頭
で
の
も
の

も
多
く
、
現
場
を
担
う
従
事
者
の
低
賃
金
・

低
単
価
を
招
い
て
い
ま
す
。

そ
の
働
き
方
、

「
偽
装
請
負
」か
も
!?

今
、一
人
親
方
が
注
視
さ
れ
る
理わ

由け

全国建設労働組合総連合（全建総連）
賃金対策部長

長谷部 康幸

「
明
日
、
現
場
に
３
人
応
援
頼
む
よ
！
」

│
│
現
場
で
当
た
り
前
の
よ
う
に
行
わ
れ
て
い
る

や
り
取
り
で
す
が
、
実
は
違
法
か
も
!?

一
人
親
方
を
中
心
に
、
慣
例
的
に
行
わ
れ
て
き
た

「
応
援
」「
常
用
請
負
」「
手
間
の
貸
し
借
り
」
な
ど
は
、

場
合
に
よ
っ
て
違
法
性
が
あ
る
と
国
土
交
通
省
が

指
摘
し
て
い
ま
す
。

雇用労働者と一人親方の違い雇用労働者と一人親方の違い表

報酬の
受け取り方

働く時間・休日

機　材

工事の完成責任

労　災

給与として毎月受け取る

会社の就業規則などで決まって
いる

会社から支給されたものを使用

会社の責任

会社が負担

仕事の進め方 会社の具体的な指示に従う 自分の判断で行う

工事を完成させたら受け取
る

自分の判断で決める

自分で用意したものを使用

一人親方の責任

自己負担

一人親方雇用労働者
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さ
ら
に
、
雇
用
責
任
を
逃
れ
る
た
め
の
外

注
化
に
よ
っ
て
、
建
設
現
場
で
は
労
働
法（
労

賃
確
保
、
労
災
補
償
等
）
が
適
用
さ
れ
ず
、

価
格
交
渉
力
の
弱
い
請
負
的
就
労
、
手
間
請

就
労
者
、
一
人
親
方
（
個
人
請
負
）
が
拡
大

し
て
い
ま
す
。

「
応
援
」
は
下
請
重
層
化
や

偽
装
請
負
の
根
源

検
討
会
の
中
間
と
り
ま
と
め
で
は
、「
契

約
内
容
等
が
適
切
で
な
い
ケ
ー
ス
」
と
し
て
、

①
報
酬
が
労
働
時
間
・
日
数
に
よ
っ
て
変
動

す
る
よ
う
な
請
負
契
約
、
②
契
約
金
額
に
労

災
特
別
加
入
の
費
用
や
支
給
さ
れ
な
い
資
機

材
等
の
必
要
経
費
等
が
実
質
的
に
反
映
さ
れ

ず
、
同
種
の
雇
用
し
て
い
る
技
能
者
と
同
額

程
度
の
報
酬
の
請
負
契
約
、
が
挙
げ
ら
れ
て

い
ま
す
。

い
わ
ゆ
る
「
応
援
」「
常
用
請
負
」
と
呼

ば
れ
る
、
労
務
の
み
の
一
人
親
方
の
多
く
が

該
当
す
る
可
能
性
が
極
め
て
高
い
実
態
に
あ

り
ま
す
。
下
請
重
層
化
・
偽
装
請
負
の
根
源

で
あ
り
、
こ
れ
ま
で
黙
認
さ
れ
て
き
た
「
応

援
」の
是
正
・
適
正
化
が
求
め
ら
れ
て
い
ま
す
。

目
安
は

「
Ｃ
Ｃ
Ｕ
Ｓ
レ
ベ
ル
３
相
当
以
上
」

「
適
正
一
人
親
方
の
目
安
」
と
し
て
は
、

「
実
務
経
験
年
数
が
10
年
程
度
以
上
」「
建
設

キ
ャ
リ
ア
ア
ッ
プ
シ
ス
テ
ム
（
Ｃ
Ｃ
Ｕ
Ｓ
）

レ
ベ
ル
３
相
当
以
上
の
技
量
」
を
目
安
と
す

る
こ
と
が
示
さ
れ
ま
し
た
。
目
安
に
該
当
し

な
い
、
特
に
10
代
・
20
代
前
半
の
技
能
者
が

一
人
親
方
と
し
て
扱
わ
れ
て
い
る
場
合
は
、

処
遇
改
善
・
技
能
向
上
の
観
点
か
ら
雇
用
契

約
の
締
結
、
適
切
な
社
会
保
険
へ
の
加
入
を

促
進
し
て
い
く
と
し
て
い
ま
す
。

労
働
組
合
の
活
用
も

検
討
会
の
「
中
間
と
り
ま
と
め
」
に
は
、

建
設
事
業
者
ま
た
は
技
能
者
の
相
談
先
と
し

て
、「
建
設
産
業
関
連
の
労
働
組
合
等
」
が

明
記
さ
れ
ま
し
た
。
実
態
は
労
働
者
な
の
に

一
人
親
方
と
し
て
扱
わ
れ
て
い
る
、
と
い
っ

た
場
合
は
労
働
組
合
に
相
談
し
ま
し
ょ
う
。

全
国
各
地
で
制
定
さ
れ
て
い
る
「
公
契
約

条
例
」
で
は
、
一
人
親
方
も
報
酬
下
限
額
適

用
等
の
対
象
と
な
っ
て
い
ま
す
。
ま
た
、国
・

建
材
企
業
の
責
任
を
認
め
た
建
設
ア
ス
ベ
ス

ト
訴
訟
で
は
、
一
人
親
方
も
救
済
対
象
と
さ

れ
ま
し
た
。

一
人
親
方
の
労
働
者
性
や
保
護
を
め
ぐ
る

状
況
に
変
化
の
兆
し
が
見
え
始
め
て
い
ま

す
。
次
世
代
を
担
う
若
年
技
能
者
の
定
着
を

図
る
う
え
で
も
、
働
く
環
境
の
整
備
や
権
利

保
障
は
、
重
要
な
課
題
に
な
っ
て
い
ま
す
。

●雇用契約を締結しておらず、社会保険も加入し
ていないが、作業員名簿上は雇用労働者とされ
ている。

●就労実態などは雇用労働者と変わらないが、名
目上は請負契約を結び、一人親方として扱われ
ている。

●現場経験が浅く、指揮命令を受けずに自律的に
働く能力が明らかに不足している 10代～ 20代
前半の職人が、労災特別加入者（一人親方）と
なっている。

●特定の会社に専属従事し、労働日や始業・終業
時刻を指定され、仕事の進め方や作業方法につ
いて具体的な指揮命令を受け、賃金は就業した
時間・日数に応じて支払われているが、一人親
方として扱われている。

●請負契約を結び、社会保険にも加入していない
が、請負契約先のヘルメットやユニホーム、名刺
などを支給され、表向きは社員と呼ばれている。

　中間取りまとめによれば、請け負った仕事に
対し、自らの責任で完成させることができる
技術力と責任感を持ち、10年程度以上、かつ、
各種資格取得や建設キャリアアップシステム
（CCUS）レベル３相当の技量を持っている技能
者が本来の「一人親方」です。

本当の一人親方とは 「偽装」とは何か
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請
負
１
０
０
万
円
以
上
は

事
前
調
査
が
義
務
化

石
綿
則
改
正
の
主
な
内
容
と
し
て
は
、
大
き

く
７
項
目
に
分
け
ら
れ
ま
す
。

１
項
目
は
「
解
体
・
改
修
工
事
開
始
前
の
調

査
」
で
、
①
事
前
調
査
の
方
法
の
明
確
化
（
設

計
図
書
等
の
確
認
及
び
目
視
に
よ
る
確
認
の
必

須
化
等
）、
②
石
綿
が
含
有
さ
れ
て
い
る
と
み

な
し
て
措
置
を
講
じ
る
場
合
は
分
析
調
査
を
不

要
と
す
る
規
定
の
吹
付
け
材
へ
の
適
用
、
③
事

前
調
査
を
行
う
者
及
び
分
析
調
査
を
行
う
者
の

要
件
（
一
定
の
講
習
修
了
等
）
の
新
設
、
④
事

前
調
査
及
び
分
析
調
査
の
結
果
の
記
録
等
（
記

録
項
目
の
明
確
化
、
３
年
保
存
の
義
務
化
、
作

業
場
へ
の
記
録
の
写
し
の
備
え
付
け
義
務
化

等
）
と
な
っ
て
い
ま
す
。

２
項
目
は
「
解
体
・
改
修
工
事
開
始
前
の
届

出
の
拡
大
・
新
設
」
で
、
①
計
画
届
の
対
象

拡
大
（
作
業
届
対
象
作
業
を
計
画
届
の
対
象

に
見
直
し
）、
②
解
体
・
改
修
工
事
に
係
る
事

前
調
査
結
果
等
の
届
出
制
度
の
新
設
（
建
築
物

及
び
特
定
の
工
作
物
に
係
る
一
定
規
模
以
上
の

解
体
・
改
修
工
事
〈
解
体
部
分
の
床
面
積
が
80

㎡
以
上
の
建
築
物
の
解
体
工
事
、
請
負
金
額
が

１
０
０
万
円
以
上
の
建
築
物
の
改
修
工
事
及
び

特
定
の
工
作
物
の
解
体
・
改
修
工
事
〉
は
石
綿

使
用
の
有
無
に
関
係
な
く
事
前
調
査
の
結
果
報

告
の
義
務
化
）
と
な
っ
て
い
ま
す
。

作
業
記
録
は
必
ず

写
真
等
で
保
存
へ

３
項
目
は
「
負
圧
隔
離
を
要
す
る
作
業
に
係

る
措
置
の
強
化
」
で
、
隔
離･

漏
洩
防
止
措
置

の
強
化
（
隔
離
解
除
前
の
除
去
完
了
確
認
、
集

じ
ん･

排
気
装
置
の
設
置
場
所
等
変
更
時
の
点

検
、
作
業
中
断
時
の
負
圧
点
検
の
義
務
化
）
と

な
っ
て
い
ま
す
。

４
項
目
は
「
隔
離
（
負
圧
は
不
要
）
を
要
す

る
作
業
に
係
る
措
置
の
新
設
」
で
、
①
け
い
酸

カ
ル
シ
ウ
ム
板
１
種
を
切
断
等
す
る
場
合
の
措

置
の
新
設（
隔
離〈
負
圧
は
不
要
〉の
義
務
化
）、

②
仕
上
げ
塗
材
を
電
動
工
具
を
使
用
し
て
除
去

す
る
場
合
の
措
置
の
新
設
（
隔
離
〈
負
圧
は
不

要
〉
の
義
務
化
）
と
な
っ
て
い
ま
す
。

５
項
目
は
「
そ
の
他
の
作
業
に
係
る
措
置
の

強
化
」
で
、
①
石
綿
含
有
成
形
品
に
対
す
る
措

置
の
強
化
（
切
断
等
に
よ
る
除
去
の
原
則
禁

止
）、
②
湿
潤
な
状
態
に
す
る
こ
と
が
困
難
な

場
合
の
措
置
の
強
化
（
除
じ
ん
性
能
を
有
す
る

電
動
工
具
の
使
用
等
の
発
散
抑
制
措
置
の
努
力

義
務
化
）
と
な
っ
て
い
ま
す
。

６
項
目
は
「
作
業
の
記
録
」
で
、
①
40
年
間

の
保
存
義
務
が
あ
る
労
働
者
ご
と
の
作
業
の
記

録
項
目
の
追
加
（
事
前
調
査
結
果
の
概
要
及
び

作
業
実
施
状
況
等
の
記
録
の
概
要
を
追
加
）、

②
作
業
計
画
に
基
づ
く
作
業
実
施
状
況
等
の
写

真
等
に
よ
る
記
録
・
保
存
の
義
務
化
と
な
っ
て

い
ま
す
。

７
項
目
は
「
発
注
者
に
よ
る
配
慮
」
で
、
事

前
調
査
及
び
作
業
実
施
状
況
等
の
記
録
の
作
成

に
関
す
る
発
注
者
の
配
慮
義
務
化
と
な
っ
て
い

ま
す
。２

０
２
３
年
10
月
か
ら

有
資
格
者
の
届
け
出
が
必
要

石
綿
則
の
主
な
改
正
の
流
れ
と
し
て
は
、

２
０
２
１
年
４
月
１
日
か
ら
事
前
調
査
の
方
法

建築物の解体・改修に伴うアスベスト（石綿）飛散防止対策の強化に向け2020年7月、石綿障害予防規則（石綿則）
や労働安全衛生規則（安衛則）、大気汚染防止法（大防法）などが改正されました。2020年10月には石綿則の「けい
酸カルシウム板第1種を切断等する場合の措置の新設」が定められ、2021年4月1日から改正内容が順次施行され
ています。改正されたポイントを解説します。

「石綿障害予防規則」が改正
アスベスト規制強化の重要ポイント

ここが変わる！

リフォーム、解体時に知っておきたい
「石綿障害予防規則」
改正ポイントセミナー
日　　時：2021年8月27日（金）　15：00～ 17：00
場　　所：千葉土建本部（千葉市中央区旭町 17-3）
参  加  費：無料　
定　　員：先着50名
申込方法：以下、電話番号へ①事業所名or個人名②参加

人数③住所・連絡先④職種をお伝えください。

講 師
全国建設労働組合総連合

労働対策部長
田久 悟

セミナーのご案内セミナーのご案内

お問合せ・申込先　TEL 0120-141-931
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の
明
確
化
（
設
計
図
書
等
の
確
認
及
び
目
視
に

よ
る
確
認
の
必
須
化
等
）、
事
前
調
査
の
記
録

は
３
年
間
の
保
存
と
作
業
現
場
へ
の
備
え
付
け

が
義
務
付
け
ら
れ
、
届
出
を
し
な
く
て
は
い
い

も
の
の
事
前
調
査
の
徹
底
が
進
め
ら
れ
ま
す
。

２
０
２
２
年
４
月
１
日
か
ら
は
、
解
体
・
改

修
工
事
に
係
る
事
前
調
査
結
果
等
の
届
出
制
度

（
建
築
物
及
び
特
定
の
工
作
物
に
係
る
一
定
規

模
以
上
の
解
体
・
改
修
工
事
に
つ
い
て
事
前
調

査
結
果
等
の
届
出
義
務
化
等
）
が
ス
タ
ー
ト
、

２
０
２
３
年
10
月
１
日
か
ら
建
築
物
石
綿
含
有

建
材
調
査
者
（
特
定
・
一
般
・
戸
建
て
等
の
３

種
類
）
の
有
資
格
者
に
よ
る
届
け
出
が
義
務
付

け
ら
れ
ま
す
。

大
気
汚
染
防
止
法
の
改
正
も
、
２
０
２
１
年

４
月
１
日
か
ら
、
こ
れ
ま
で
の
吹
付
け
石
綿

（
レ
ベ
ル
１
）、
石
綿
含
有
断
熱
材
・
保
温
材
・

耐
火
被
覆
材
（
レ
ベ
ル
２
）
に
加
え
、
そ
の
他

全
て
の
石
綿
含
有
建
材
（
レ
ベ
ル
３
）
ま
で
が

規
制
対
象
に
な
り
、
隔
離
等
を
せ
ず
に
石
綿
含

有
建
材
の
除
去
作
業
を
行
っ
た
も
の
へ
の
直
接

罰
の
創
設
や
元
請
業
者
に
石
綿
含
有
建
材
の
除

去
等
作
業
の
結
果
の
発
注
者
へ
の
報
告
等
が
義

務
化
、
都
道
府
県
に
よ
る
立
入
検
査
対
象
の
拡

大
、
２
０
２
２
年
４
月
１
日
か
ら
は
石
綿
則
と

同
様
の
事
前
調
査
の
届
出
制
度
が
始
ま
り
、

２
０
２
３
年
10
月
１
日
か
ら
は
石
綿
則
同
様
の

有
資
格
者
に
よ
る
届
出
が
開
始
さ
れ
ま
す
。

法
改
正
の
適
正
対
応
へ

準
備
を
進
め
ま
し
ょ
う

建
設
従
事
者
へ
の
広
範
囲
な
影
響
が
考
え
ら

れ
る
こ
と
か
ら
、
改
正
内
容
を
知
り
、
対
応
を

準
備
し
て
お
く
必
要
が
あ
り
ま
す
。

千
葉
県
内
の
建
設
業
者
が
石
綿
関
連
法
令
改

正
に
適
正
に
対
応
し
て
い
く
た
め
に
は
、
①
こ

れ
ま
で
の
石
綿
作
業
主
任
者
資
格
取
得
者
へ
の

石
綿
含
有
建
材
調
査
者
講
習
受
講
の
促
進
、
②

石
綿
作
業
主
任
者
の
資
格
取
得
の
促
進
、
③
建

築
物
石
綿
含
有
建
材
調
査
者
資
格
取
得
者
の
把

握
─
─
が
重
要
と
な
っ
て
い
ま
す
。

レ
ベ
ル
１

レ
ベ
ル
２

レ
ベ
ル
３

※１　解体部分の床面積が 80m2以上の建築物の解体工事、請負金額が 100万円以上の建築物の改修工事及び特定の工作物の解体・改修工事
※２　石綿含有けい酸カルシウム板 1種（天井、耐火間仕切壁等に仕様）：レベル 1・2ほどの飛散性はないが他のレベル 3より飛散性が高い

事
前
調
査
時
結
果
な
ど
の
届
出（一定
規
模
以
上
の
工
事※

１
が
対
象
）

負圧隔離

集じん・排気装置の初回時、
変更時点検

作業開始前、中断時の負圧
点検

隔離解除前の取り残し確認

等…

事前調査
調査方法を明確化

資格者による調査

調査結果の 3年保存、現
場への備え付け

作業計画

作業状況等の写真等によ
る記録・3年保存

提示

湿潤な状態にする

マスク等着用

作業主任者の選任

作業者に対する特別教育

健康診断

改
正
石
綿
則
・
安
衛
則
の
公
布

7月　      10月 4月 4月 4月 10月

2020年度 2021年度 2022年度 2023年度

事前調査方法の明確化
分析調査を不要とする規定の吹付け材への適用

事前調査・分析調査を行う者の要件新設

事前調査及び分析調査結果の記録等
計画届の対象拡大

解体・改修工事に係る事前調査結果等の届出制度の新設

負圧隔離を要する作業に係る措置の強化

けい酸カルシウム板第 1種を切断等する場合の措置の新設 

仕上塗材を電動工具を使用して除去する場合の措置の新設 

石綿含有成形品に対する措置の強化（切断等の原則禁止） 
労働者ごとの作業の記録項目の追加

作業実施状況の写真等による記録の義務化

発注者による事前調査・作業状況の記録に対する配慮

計
画
届（
レ
ベ
ル
２
も
計
画
届
）

14
日
前
ま
で

に
届
出
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仕
入
税
額
控
除
と

イ
ン
ボ
イ
ス

消
費
税
の
税
額
を
計
算
す
る
際
、「
売
上
で

預
か
っ
た
消
費
税
」
か
ら
「
支
払
っ
た
経
費
に

含
ま
れ
て
い
る
消
費
税
（
仕
入
税
額
控
除
）」

を
引
い
た
差
額
を
納
税
し
ま
す
。
こ
れ
ま
で

は
、
支
払
先
が
免
税
事
業
者
で
あ
っ
て
も
経
費

に
か
か
る
消
費
税
を
引
く
こ
と
が
で
き
ま
し
た

が
、
今
後
は
、
課
税
事
業
者
（
登
録
事
業
者
）

に
支
払
っ
た
分
し
か
引
け
な
く
な
り
ま
す
。
つ

ま
り
、
免
税
事
業
者
か
ら
の
仕
入
れ
は
税
額
控

除
が
で
き
な
い
た
め
、
そ
の
分
の
負
担
増
を
敬

税
事
業
者
し
か
登
録
申
請
が
で
き
な
い
こ
と
。

免
税
事
業
者
は
ま
ず
、「
課
税
事
業
者
選
択
届
」

を
税
務
署
長
に
提
出
す
る
必
要
が
あ
り
ま
す
。

ち
な
み
に
、
イ
ン
ボ
イ
ス
制
度
の
導
入
に
あ

た
り
、「
帳
簿
」 

と
「
請
求
書
等
※
」
の
両
方
を

保
存
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
帳
簿
保
存
方
式
に

変
更
は
あ
り
ま
せ
ん
。

値
引
き
要
請
の
受
け
入
れ
か

新
た
な
課
税
負
担
を
選
択

現
在
、免
税
事
業
者
は
、消
費
税
の
納
税
義
務

が
な
い
こ
と
を
前
提
に
取
引
が
行
わ
れ
て
い
ま

す
。
し
か
し
、イ
ン
ボ
イ
ス
制
度
導
入
後
、免
税

事
業
者
は
、取
引
す
る
課
税
事
業
者
が
消
費
税

の
増
加
額
を
負
担
し
な
い
限
り
、増
加
額
の
値

引
き
要
請
を
受
け
入
れ
る
か
、イ
ン
ボ
イ
ス
発

行
事
業
者
に
な
っ
て
課
税
を
負
担
す
る
か
、ど

ち
ら
か
の
選
択
を
迫
ら
れ
る
恐
れ
が
あ
り
ま
す
。

免
税
事
業
者
は
約
５
０
０
万
社
と
推
計
さ

れ
、
そ
の
う
ち
の
85
％
を
個
人
事
業
者
が
占
め

ま
す
。
ど
ち
ら
の
選
択
に
せ
よ
免
税
事
業
者
に

と
っ
て
は
、
大
き
な
負
担
で
す
（
右
図
）。

下
請
け
・
一
人
親
方
は

負
担
増
の
場
合
も

資
材
を
自
己
負
担
で
調
達
し
な
い
建
設
工
事

の
下
請
け
な
ど
は
、
み
な
し
仕
入
率
が
第
四
種

事
業
に
該
当
す
る
場
合
が
あ
り
ま
す
。
元
請
会

社
か
ら
建
設
資
材
の
無
償
支
給
を
受
け
る
こ
と

が
条
件
に
な
っ
て
い
る
ケ
ー
ス
が
該
当
し
、
多

く
の
一
人
親
方
が
基
本
的
に
「
役
務
の
提
供
」

で
あ
る
「
第
四
種
」
に
当
て
は
ま
る
こ
と
が
想

定
さ
れ
ま
す
。
そ
の
場
合
の
消
費
税
の
負
担
額

は
、
21
万
８
１
０
０
円
に
も
な
り
ま
す
（
右
図

の
６
０
０
万
円
と
同
じ
ケ
ー
ス
）。

（例）建設業の一人親方が、消費税課税
事業者を選択し、インボイス発行事業
者（登録事業者）になり、「簡易課税」
を選んだ場合

年間売上600万円の場合、
消費税負担額は、

課税売上 (600万円÷ 1.1)× 10%×
(1－第三種みなし仕入率70%）

＝
16万3600円

これだけ、年間所得金額が減ることに
なります。

消
贄
税
増
税
・
複
数
税
率
制
導
入
か
ら
２
年
が
経
ち
、
２
０
２
３
年
10
月
か
ら
は
イ

ン
ボ
イ
ス
制
度
（
適
格
請
求
書
等
保
存
方
式
）
が
始
ま
り
ま
す
。
こ
れ
ま
で
と
大
き

く
変
わ
る
の
は
、
免
税
事
業
者
か
ら
の
仕
入
れ
は
原
則
と
し
て
消
費
税
仕
入
税
額
控

除
の
対
象
か
ら
外
れ
る
こ
と
で
す
。

「
課
税
事
業
者
」
に

登
録
し
な
い
と
10
％
の
減
収
⁈

～
イ
ン
ボ
イ
ス
制
度
の
問
題
点
と
対
応
の
ポ
イ
ン
ト
～

遠
さ
れ
て
取
引
か
ら
排
除
さ
れ
る
こ
と
が
懸
念

さ
れ
て
い
ま
す
。

イ
ン
ボ
イ
ス
に
は

「
登
録
番
号
」
が
必
要

事
業
者
が
イ
ン
ボ
イ
ス
発
行
事
業
者
に
な
る

た
め
に
は
、
所
轄
の
税
務
署
長
に
登
録
申
請
書

を
提
出
し
な
け
れ
ば
な
り
ま
せ
ん
。
登
録
が
完

了
す
る
と
、
税
務
署
か
ら
登
録
番
号
な
ど
が
通

知
さ
れ
、
請
求
書
・
領
収
書
に
登
録
番
号
を
記

載
す
る
こ
と
で
、
消
費
税
の
仕
入
税
額
控
除
を

受
け
ら
れ
る
仕
組
み
で
す
。

こ
の
場
合
、
注
意
が
必
要
な
の
は
消
費
税
課

※
「
請
求
書
等
」
と
は
、
請
求
書
、
納
品
書
、
そ
の
他
取
引
の

事
実
を
証
明
す
る
書
類
。
仕
入
先
が
作
成
す
る
仕
切
書
、
計

算
書
等
で
あ
っ
て
も
、
所
定
の
記
載
事
項
が
あ
れ
ば
、
書
類

の
名
称
や
形
式
は
問
わ
な
い
と
さ
れ
て
い
る
。

図 売上600万円の
一人親方（第3種）で
約 17万円弱の減収

例
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と
び
工
事
や
解
体
工
事
、
足
場
の
組
立
て
な

ど
は
、
基
本
的
に
「
役
務
の
提
供
」
が
多
く
、

第
四
種
に
区
分
さ
れ
る
こ
と
に
な
り
ま
す
。

後
退
す
る

「
中
小
企
業
へ
の
配
慮
」

消
費
税
を
め
ぐ
っ
て
は
当
初
、
中
小
企
業
に

配
慮
す
る
仕
組
み
が
用
意
さ
れ
て
い
ま
し
た
。

し
か
し
、
こ
の
間
、
そ
の
配
慮
が
後
退
し
続
け

て
い
ま
す
。

●
限
界
控
除
制
度
…
激
変
緩
和
措
置
と
し
て
設

け
ら
れ
た
が
、１
９
９
７（
平
成
９
）年
の
消

費
税
率
ア
ッ
プ
と
同
時
に
廃
止
。

●
簡
易
課
税
制
度
…
基
準
期
間（
前
々
年
）の

課
税
売
上
高
の
適
用
上
限
が
５
億
円
だ
っ

た
が
、４
億
円
→
２
億
円
と
引
き
下
げ
ら

れ
、２
０
０
４（
平
成
16
）年
に
は
、現
行
の

５
０
０
０
万
円
ま
で
引
き
下
げ
。

●
み
な
し
仕
入
率
…
消
費
税
導
入
時
の
90
％
と

80
％
の
２
区
分
か
ら
、４
区
分
→
５
区
分
へ

と
区
分
が
増
え
、消
費
税
率
も
８
％
に
引
き

上
げ
。
２
０
１
４（
平
成
26
）年
に
は
90
％

～
40
％
の
６
区
分
に
細
分
化
。

●
免
税
点
制
度
…
消
費
税
導
入
時
に
は
課
税
売

上
３
０
０
０
万
円
を
適
用
上
限
と
し
て
い

た
が
、１
９
９
７（
平
成
９
）年
に
は
資
本
金

１
０
０
０
万
円
以
上
の
新
設
法
人
は
対
象
か

ら
除
外
さ
れ
、２
０
０
４（
平
成
16
）年
に
は

適
用
上
限
が
１
０
０
０
万
円
に
引
き
下
げ
。

消費税やインボイスの処理に関する
事務的な作業をせずに済む

・ 課税事業者との取引を新規開拓しようとす
る際に他の免税事業者との差別化になる
・ 現在の取引先が外注先を切り替えてしまう
リスクが下がる

免税事業者が課税事業者に切り替えるメリット／デメリット

●2023（令和5) 年 10月 1日から、インボイス制度（適格
請求書保存方式）実施
●インボイス（適格請求書）に基づいて消費税の仕入税額
控除を計算し、その証拠資料としてインボイスの保存
を義務付け
●インボイスは「登録事業者」だけが発行できる（インボ
イスに登録番号を記載する）
●登録番号取得の申請は今年 10月から受付スタート（令
和5年3月 31日まで）
●申請できるのは消費税「課税事業者」のため、免税事業
者は「課税事業者」になることが必要（これまで課税事
業者だった者も申請が必要）
● 「免税事業者」はインボイス制度から除外（消費税を請
求できない）
●免税事業者からの仕入れは「仕入税額控除」ができない
●期限内に登録申請をした場合は、令和5年 10月 1日に
登録を受けたとみなされる
●登録日がインボイス制度開始の令和5年 10月 1日を含

む課税期間中の場合、「課税選択届出書」を提出しなく
ても登録できる

●2023年4月 1日以降に登録申請をする場合、10月 1日
のインボイス発行に間に合わない可能性がある

●インボイスを必要としない個人や一般消費者との取引
だけの事業者は、免税事業者のままで問題なし

●登録事業者（課税事業者）になる場合は、制度に見合う
よう請求書や領収書の書式の見直しが必要

●免税事業者から課税事業者に変更する場合は会計処理
も大きく変わる。会計ソフトやシステムの見直しが必
要な場合も

●一定期間は、経過措置として一定割合を仕入税額控除
できる

・令和5年 10月 1日～令和8年9月30日
　 → 仕入税額相当額の80%
・令和8年 10月 1日～令和 11年9月30日
　 → 仕入税額相当額の50%

インボイス制度導入のポイント

・ これまで請求していた消費税分は請
求できなくなる
・ 取引先が仕入税額控除を受けたいた
めに外注先の切替を検討する可能性
がある
・ 課税事業者との取引を新規開拓しよ
うとする際に敬遠されてしまう可能
性がある

・ インボイスの管理や消費税処理のための事
務作業の手間がかかる。ただし、簡易課税
制度である程度軽減可能
・ 消費税は原則 1年分をまとめて現金納付す
る必要があるため、納税予定金額を管理し
て現金を持っておく必要がある

メリット メリット

デメリット

デメリット

課税事業者に切り替える免税事業者のまま切り替えない



千葉土建の組合員だけが入会できる「建設会」では、建設業許可や厚生年金などのサポートを行っています。
また、経営に役立つセミナーを開催するなどさまざまな面から建設業者を応援する組織として活動しています。

組合員の事業をサポート

・建設現場における熱中症予防と新型コロナウイルス感染防止～建設現場におけるマスク等の正しい選び方、使い方について～
・【新型コロナ対策】対策に伴う熱中症リスク軽減等のための取組事例　出典：厚生労働省
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新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
感
染
拡
大
が
収
束

し
な
い
な
か
で
、建
設
現
場
で
は
感
染
を
予
防

し
つ
つ
、熱
中
症
対
策
の
工
夫
が
求
め
ら
れ
ま

す
。「
密
集
」「
密
接
」「
密
閉
」
の
三
つ
の
密

を
避
け
る
た
め
の
ポ
イ
ン
ト
を
紹
介
し
ま
す
。

計
画
段
階
か
ら
密
集
回
避
を

ま
ず
は
作
業
の
計
画
段
階
か
ら
、
換
気
が

悪
い
室
内
で
の
作
業
や
作
業
員
同
士
が
接
近

す
る
機
会
を
減
ら
し
ま
し
ょ
う
。

（
例
）

・ 

朝
礼
の
参
加
者
を
職
長
の
み
に
し
て
、
朝

礼
後
に
グ
ル
ー
プ
ご
と
に
伝
達
事
項
を
共

有
す
る
。

・ 
作
業
時
間
帯
や
休
憩
時
間
を
分
散
さ
せ
る
。

状
況
に
応
じ
て
マ
ス
ク
を
外
す

換
気
の
悪
い
屋
内
で
、
複
数
人
で
作
業
を

行
う
場
合
は
マ
ス
ク
が
必
要
で
す
が
、
単
独

作
業
や
屋
外
で
他
の
作
業
者
と
２
ｍ
以
上
の

距
離
が
確
保
で
き
る
場
合
な
ど
は
、
熱
中
症

予
防
の
た
め
マ
ス
ク
を
外
し
た
方
が
い
い
場

合
も
あ
り
ま
す
。
作
業
中
の
マ
ス
ク
も
、
冷

感
素
材
の
も
の
や
フ
ェ
イ
ス
シ
ー
ル
ド
な
ど

息
苦
し
さ
や
蒸
し
暑
さ
を
感
じ
づ
ら
い
も
の

を
。
炎
天
下
の
長
時
間
作
業
で
は
、
空
調
機

能
付
き
の
作
業
着
、
シ
ャ
ツ
や
タ
オ
ル
な
ど

の
冷
感
素
材
グ
ッ
ズ
も
活
用
し
ま
し
ょ
う
。

休
憩
所
は
通
気
性
を
確
保

休
憩
所
は
、
屋
外
に
テ
ン
ト
を
設
置
し
て

密
閉
空
間
を
避
け
る
、
休
憩
所
の
壁
を
一
部

撤
去
し
て
通
気
性
を
確
保
す
る
、
な
ど
の
方

法
で
熱
中
症
を
防
ぐ
工
夫
を
。
あ
わ
せ
て
、

送
風
機
や
ド
ラ
イ
ミ
ス
ト
発
生
装
置
な
ど
を

設
置
す
る
の
も
効
果
的
で
す
。

熱
中
症
予
防
と
感
染
防
止
を
両
立
さ
せ
る

に
は
、
現
場
の
ル
ー
ル
の
明
確
化
と
徹
底
が

必
須
で
す
。
マ
ス
ク
を
着
用
す
べ
き
場
所
・

場
面
を
掲
示
し
、
作
業
員
一
人
一
人
に
周
知

し
ま
し
ょ
う
。

コロナ禍のコロナ禍の
熱中症熱中症
予防予防

冷
感
グ
ッ
ズ
な
ど
を
活
用
し
、

冷
感
グ
ッ
ズ
な
ど
を
活
用
し
、

三
密
を
回
避
し
つ
つ
対
策
を

三
密
を
回
避
し
つ
つ
対
策
を

高温多湿な環境下で体内の水分や塩
分のバランス、体温調節などの機能
が崩れると熱中症になります。主な
症状としては、めまいや失神、筋肉
痛・筋肉の硬直、大量の発汗、頭痛・
吐き気・嘔吐・倦怠感、意識障害・
けいれん、高体温などがあります。

知っておきたい！　熱中症の症状と対処方法知っておきたい！　熱中症の症状と対処方法

❶意識を確認。呼びかけに応じない場合は救急
隊を要請

❷日陰または冷房が効いている部屋などへ移動
❸衣服を脱がせ、体に水をかけたり、うちわ・

扇風機の風に当てたりする
❹冷たい麦茶や水、ジュース、スポーツドリン

クなどを飲ませる。必ず誰かが付き添って見
守ること

対処方法

POINT

はい

はい

いいえ

いいえ

マスク着用が必要なのはこんな時
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